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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　ａ．高電圧をイグナイタに印加するステップであって、前記高電圧が、ブレークダウン
を電極間に起こして、前記イグナイタ内の開始領域に高電流放電、及び前記開始領域に隣
接したプラズマ・カーネルの形成をもたらすのに十分な振幅である、前記印加するステッ
プと、
　ｂ．ブレークダウンに続いて、２つ以上の比較的低電圧のフォローオン・パルスのシー
ケンスを前記電極に印加するステップと、
　ｃ．前記フォローオン・パルスのシーケンスにおける少なくとも１つのフォローオン・
パルス以前の前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止するステップと、
を備え、
　それにより、前記プラズマ・カーネルが、前記フォローオン・パルスのシーケンスによ
り前記電極の自由端に向けて移動することを強制される、プラズマ発生方法。
【請求項２】
　ａ．高電圧をイグナイタに印加するステップであって、前記高電圧が、ブレークダウン
を電極間に起こして、前記イグナイタ内の開始領域に高電流放電、及び前記開始領域に隣
接したプラズマ・カーネルの形成をもたらすのに十分な振幅である、前記印加するステッ
プと、
　ｂ．ブレークダウンに続いて、電流アークの前記電極への拡散付加を維持するよう十分
に低い電流の２つ以上の比較的低電圧のフォローオン・パルスのシーケンスを前記電極に
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印加するステップと、
　ｃ．前記フォローオン・パルスのシーケンスにおける少なくとも１つのフォローオン・
パルス以前の前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止するステップと、
を備え、
　それにより、前記プラズマ・カーネルが、前記フォローオン・パルスのシーケンスの影
響下で前記電極の自由端に向けて移動することを強制され且つ移動することが可能である
、プラズマ発生方法。
【請求項３】
　前記開始領域が、前記電極間に配設されたアイソレータの表面に又はそれに隣接してい
る請求項１又は２に記載のプラズマ発生方法。
【請求項４】
　全体のカーネル再結合を阻止する前記ステップが、前記シーケンスのパルス間において
、前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止するのに十分なシマー電流を前記イグナ
イタの電極間に維持するステップを含む請求項１又は２に記載のプラズマ発生方法。
【請求項５】
　前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止する前記ステップが、フォローオン・パ
ルス間の間隔の少なくとも一部分で、前記イグナイタの電極間の電圧をブレークダウン電
圧より低くであるが、しかし前記間隔の終了前の前記プラズマ・カーネルの全体の再結合
を阻止するために十分な電流を維持させるのに十分な電圧を維持するステップを含む請求
項１又は２に記載のプラズマ発生方法。
【請求項６】
　隣接のフォローオン電流パルスが、一様でない間隔によって分離される請求項１又は２
に記載のプラズマ発生方法。
【請求項７】
　前記フォローオン・パルスの電流が一定でない請求項１又は２に記載のプラズマ発生方
法。
【請求項８】
　ａ．可燃性燃料の存在下で高電圧をイグナイタに印加するステップであって、前記高電
圧が、ブレークダウンを前記イグナイタの電極間に起こして、前記イグナイタ内の開始領
域で高電流放電、及び前記開始領域に隣接したプラズマ・カーネルの形成をもたらすのに
十分な振幅である、前記印加するステップと、
　ｂ．ブレークダウンに続いて、２つ以上の比較的低電圧のフォローオン・パルスのシー
ケンスを前記電極に印加するステップと、
　前記フォローオン・パルスのシーケンスにおける少なくとも１つのフォローオン・パル
ス以前の前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止するステップと、
を備え、
　それにより、前記プラズマ・カーネルが、前記フォローオン・パルスのシーケンスによ
り前記電極の自由端に向けて移動することを強制される、燃料点火方法。
【請求項９】
　前記開始領域が、前記電極間に配設されたアイソレータの表面に又はそれに隣接してい
る請求項８に記載の燃料点火方法。
【請求項１０】
　前記イグナイタが内燃機関内にある請求項８に記載の燃料点火方法。
【請求項１１】
　全体のカーネル再結合を阻止する前記ステップが、前記シーケンスのパルス間において
、前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止するのに十分な電流であって前記プラズ
マ・カーネルを通るシマー電流を維持するステップを含む請求項８に記載の燃料点火方法
。
【請求項１２】
　前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止する前記ステップが、フォローオン・パ
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ルス間の間隔で、前記イグナイタの電極間の電圧を、ブレークダウン電圧より低いがしか
し前記間隔の終了前の全体の再結合を阻止するために十分な電流を維持させるのに十分な
電圧に維持するステップを含む請求項８に記載の燃料点火方法。
【請求項１３】
　前記イグナイタは、走行スパーク・イグナイタである請求項８から１０のいずれか一項
に記載の燃料点火方法。
【請求項１４】
　前記フォローオン・パルスの全てが、同じ極性の電圧及び電流を有するわけではない請
求項８に記載の燃料点火方法。
【請求項１５】
　前記フォローオン・パルスの電流の振幅が一定でない請求項８に記載の燃料点火方法。
【請求項１６】
　前記イグナイタが、高圧力が点火時間に存在する内燃機関の中にある請求項８に記載の
燃料点火方法。
【請求項１７】
　フォローオン・パルスの後で、次のフォローオン・パルスが続き、前記プラズマ・カー
ネルのイオン化レベルが所望のレベルより下に落ちた時点に、全体の再結合が生じる前に
前記プラズマ・カーネルを成長させるのに十分である電流及び比較的低い電圧であって前
記電流及び比較的低い電圧でもって前記プラズマ・カーネルを再トリガ又は再ストライキ
ングするステップを更に含む請求項８に記載の燃料点火方法。
【請求項１８】
　前記プラズマ・カーネルを少なくとも幾らかのフォローオン・パルス対間でシマーリン
グするステップを更に含む請求項１７に記載の燃料点火方法。
【請求項１９】
　前記フォローオン・パルスの電流の振幅が一様でない請求項１８に記載の燃料点火方法
。
【請求項２０】
　内燃機関のイグナイタに給電する点火回路であって、
　ａ．前記イグナイタが内燃機関の燃料－空気混合気の中に配設されるとき、電気的ブレ
ークダウン放電を起こすことが可能である高電圧を高電流で前記イグナイタの電極間の開
始領域に与えることにより、プラズマ・カーネルを前記開始領域に前記放電により形成す
る手段と、
　ｂ．比較的低電圧及び低電流のフォローオン・パルスにより前記プラズマ・カーネルを
前記電極の自由端に向けて移動することを強制するのに十分な電圧及び電流振幅及びタイ
ミングを有する２つ以上の前記比較的低電圧及び低電流のフォローオン・パルスのシーケ
ンスを与える手段と、
　ｃ．前記ブレークダウン放電と前記フォローオン・パルスのシーケンスにおける第１の
フォローオン・パルスとの間の間隔において、前記間隔における前記プラズマ・カーネル
の全体の再結合を阻止するのに十分なシマー電流を前記イグナイタに与える手段と、
を備える点火回路。
【請求項２１】
　前記フォローオン・パルスの電流の振幅が一様でない請求項２０に記載の点火回路。
【請求項２２】
　電気的ブレークダウン放電を起こすことが可能である高電圧を与える前記手段が、１次
巻線及び２次巻線を有する高電圧低インダクタンス点火コイルを含み、
　前記２次巻線が、前記イグナイタの１つの電極に接続するためのリードを有し、
　電気的ブレークダウン放電を起こすことが可能である高電圧を与える前記手段が更に、
信号を前記１次巻線にトリガして、高電圧パルスを前記２次巻線に誘発する回路を含む
請求項２０に記載の点火回路。
【請求項２３】
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　比較的低電圧のフォローオン・パルスのシーケンスを与える前記の手段が、
　比較的低い電圧源と、
　前記フォローオン・パルスのそれぞれに対して、前記比較的低い電圧源により充電され
るキャパシタと、
　前記リードに接続された前記２次巻線と、前記１次巻線とを有するパルス・トランスフ
ォーマとを備え、
　前記パルス・トランスフォーマの前記１次巻線を介して、前記キャパシタが、トリガ信
号に応答して放電されて、前記フォローオン・パルスを前記リードに誘発する
請求項２２に記載の点火回路。
【請求項２４】
　前記フォローオン・パルスの各連続対の間の間隔において、当該間隔における前記プラ
ズマ・カーネルの再結合を阻止するのに十分なシマー電流を前記イグナイタに与える手段
を更に含む請求項２０に記載の点火回路。
【請求項２５】
　隣接のフォローオン・パルスの間隔が持続時間において一様でない請求項２０から２４
のいずれか一項に記載の点火回路。
【請求項２６】
　前記点火コイルが、可飽和コアを含み、
　前記可飽和コア上に、前記１次巻線及び前記２次巻線が、形成され、
　前記可飽和コアは、前記電気的ブレークダウンが生じたとき実質的に飽和し、それによ
り前記２次巻線が、その後に、実質的に低減されたインダクタンスを有する
請求項２０に記載の点火回路。
【請求項２７】
　内燃機関のイグナイタに給電する点火回路であって、
　ａ．パルスをイグナイタへの接続のための出力に発生する高電圧パルス発生器であって
、前記パルスの最大電圧は、前記イグナイタに供給されたときブレークダウン放電を起こ
すことが可能であり、且つそれに続く高電流を、前記イグナイタが燃焼－空気混合気の中
に配設されるとき前記イグナイタの電極間の開始領域に生じさせることが可能であり、そ
れによりプラズマ・カーネルを前記放電により前記表面に隣接して形成する、前記高電圧
パルス発生器と、
　ｂ．比較的低電圧及び低電流のフォローオン・パルスにより前記プラズマ・カーネルを
前記電極の自由端に向けて移動することを強制するのに十分な電圧及び電流振幅及びタイ
ミングを有する２つ以上の前記比較的低電圧及び低電流のフォローオン・パルスのシーケ
ンスを前記出力に発生する低電圧パルス発生器と、
　ｃ．前記ブレークダウン放電と前記フォローオン・パルスのシーケンスにおける第１の
フォローオン・パルスとの間の間隔において、前記間隔における前記プラズマ・カーネル
の全体の再結合を阻止するのに十分なシマー電流を前記の出力ラインに供給するシマー電
流源と、
を備える点火回路。
【請求項２８】
　前記フォローオン・パルス間において、前記フォローオン・パルス間の間隔の少なくと
も一部分で、ブレークダウン電圧より低いがしかし前記間隔中における前記プラズマ・カ
ーネルの全体の再結合を阻止するのに十分な電圧を前記イグナイタの電極上に維持する電
圧源を更に含む請求項２７に記載の点火回路。
【請求項２９】
　前記フォローオン・パルス後に動作可能な手段であって、前記プラズマ・カーネルのイ
オン化レベルが所望のレベルより下に落ちた時点に、全体のカーネル再結合が生じる前に
前記プラズマ・カーネルを成長させるのに十分な電流及び比較的低い電圧であって次のフ
ォローオン・パルスが続く前記電流及び比較的低い電圧でもって前記プラズマ・カーネル
を再トリガ又は再ストライキングする手段を更に含む請求項２０から２８のいずれか一項
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に記載の点火回路。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
【０００１】
　［関連出願］
　本出願は、同じ発明の名称及び譲受人を有し且つその全体を本明細書に援用されている
、２００５年４月１９日に出願された前の米国仮特許出願Ｎｏ．６０／６７２８９２の米
国特許法３５ＵＳＣ１１９（ｅ）下の恩恵を主張するものである。
【０００２】
　［発明の分野］
　本発明は、プラズマ発生、点火及び内燃（ＩＣ）機関の分野に関する。詳細には、本発
明は、点火方法及びそれに使用の点火装置、及び特に、高圧エンジンを含むがしかしそれ
に限定されない様々な応用のための点火方法及び装置に関連するが、しかしそれに限定さ
れるものではない。より詳細には、一部の局面は、特に、高圧で動作する内燃機関におい
て、走行スパーク・イグナイタ（traveling spark igniter）の性能及び寿命を最大にす
るための放電電流の走行スパーク・イグナイタへの供給に関する。
【背景技術】
【０００３】
　様々な理由のため、今日、内燃機関及び類似の燃焼環境において動作することが可能で
ある点火源に対する付随した必要性と共に、それらの環境において圧力を増大することに
関心がある。例えば、自動車会社及び内燃機関の製造業者は、従来の内燃機関より高い圧
力で動作するＩＣエンジンを有する車両を提供することができるようにしたいであろう。
しかしながら、今日まで、そのようなエンジンのための実効的で実際的な点火システムが
なかった。とりわけ、関心は、イグナイタ（スパーク・プラグ）の寿命及びイグナイタの
着火の信頼性にある。
【０００４】
　走行スパーク・イグナイタ（ＴＳＩ）は、内燃機関用であるがしかし前には高圧エンジ
ン用としてではない有望なスパーク・プラグの代替品として論じられてきたデバイスであ
る。ＴＳＩは、例えば、米国特許Ｎｏ．６，３２１，７３３及び米国特許Ｎｏ．６，４７
４，３２１を含む多数の従来の特許に示されている。なお、これらの特許は、両方とも、
本発明と同じ譲受人に割り当てられ、それの全体がＴＳＩ装置及び点火システムの説明の
ため援用されている。
【０００５】
　簡潔には、ＴＳＩベースの点火システムは、（ローレンツ力より影響力がより少ない程
度で、サーマル・フォース（熱による力）（thermal force）と一緒に（但し、ローレン
ツ力より影響力が少ない））ローレンツ力によりイグナイタの電極に沿って伝搬され且つ
燃焼室の中に推進される大きいプラズマ・カーネルを与える。点火カーネル（即ち、プラ
ズマ）に作用するローレンツ力は、イグナイタの電極でその同じ電流により引き起こされ
た磁界と相互作用するプラズマ内の放電電流により生成される。ローレンツ力の大きさは
、電流の２乗に比例する。常圧（即ち、最大の約１２０ｐｓｉ（約８２７．４ｋＰ））で
動作するエンジンでは、走行スパーク・イグナイタは、それらが発生する大きいプラズマ
容量に起因して、典型的には、匹敵する放電エネルギに関して、従来のスパーク・プラグ
の場合より数１００－２００倍大きいことに起因して、従来のスパーク・プラグを超えた
著しい利点を与える。効率を増大させ且つ放出を低減させることが、達成可能である。
【０００６】
　しかしながら、より高いエンジン動作圧力に関しては、放電をイグナイタの電極間に開
始するため要求されるブレークダウン電圧は、従来の圧力で動作するエンジンの場合より
著しく高い。これは、ＴＳＩに関して、特にいずれのスパーク・プラグについて問題が生
じる。ＴＳＩの電極は、従来のスパーク・プラグにおけるように、セラミックのような絶
縁材料から形成される、アイソレータと呼ばれる部材により、離間した関係に維持される
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。より高いブレークダウン電圧は、アイソレータ及び電極の両方について問題を生じさせ
る。
【０００７】
　電極間にわたるアイソレータの表面に沿って、ブレークダウン電圧は、それが更にＴＳ
Ｉの電極に更に沿っている場合より、又は電極間に類似のギャップを有するいずれの従来
のスパーク・プラグにおける場合より低い。実際に、このブレークダウン電圧の相違は、
燃焼室の中の圧力の増大と共に直接変わる。従って、アイソレータの表面に沿ったブレー
クダウン電圧が圧力と共に増大するにも拘わらず、その増大は、アイソレータの表面から
離れた電極の露出部分間のブレークダウン電圧の増大より小さい。ブレークダウンが（プ
ラズマを介した抵抗が急速に降下する結果として）生じるとき、電流は、急速に上昇し、
そして非常に大きい電流が、アイソレータの表面に沿って形成しているプラズマに伝導さ
れ、従って、そのプラズマに作用するローレンツ力を誘発する。けれども、そのように急
速に上昇する電流は、非常に高い温度ばかりでなく、強力な衝撃波をもアイソレータの表
面の近傍に生成する。電流が大きければ大きい程、プラズマの膨張及びその結果生じる衝
撃波は一層急速である。これらの組み合わされた効果は、アイソレータの変形及び／又は
破損を引き起こすことができる。
【０００８】
　その上、高い電流は、アイソレータの表面の近傍において電極の非常に急速な腐食を引
き起こし、そこにおいては、それらの電極は、高電流、熱加熱、及びそれらから結果とし
て生じる熱電子放出によりおかされる。
【０００９】
　類似の問題が、（低いアスペクト比放電ギャップを有するＴＳＩとは対照的であるよう
に）高アスペクト比放電ギャップに沿って走行するプラズマ内にローレンツ力を発生する
テキサス大学の「レールプラグ（railplug）」設計に基づくイグナイタを用いて明らかに
された。
【００１０】
　レールプラグ及びＴＳＩの両方が、著しいプラズマ運動を比較的低い圧力で発生するに
も拘わらず、燃焼室圧力が高い圧力まで増大されるとき、プラズマは、様々に挙動し、そ
してそれは、不満足な結果を招くこの挙動の差である。低い圧力環境では、圧力がプラズ
マに作用する力は、比較的小さい。プラズマは、ローレンツ力に応答して電極に沿って容
易に移動する。しかしながら、燃焼室圧力が増大されるにつれ、その圧力は、ローレンツ
力、従ってプラズマの運動に抵抗するかなりの大きさの力を与える。従って、プラズマは
、一層集中されるようになり、そして自身で崩壊する傾向を有し、拡散したプラズマ雲を
有する代わりに、非常に局在化したプラズマ、即ち、アークが、電極間に或る一定の電流
スレッショルドより下で形成される。これは、低い圧力の場合のプラズマ雲より非常に小
さい容量を占有するにも拘わらず、より小さいエネルギを受け取る。その結果、電流密度
が、一層高くなり、そしてアークが存在する電極において、より高い局在化した温度及び
より大きい電力密度が、アーク－電極インターフェースに存在する。即ち、電流密度は、
それらのインターフェースで極めて高く、低い圧力環境におけるより電極のより大きい局
在化した加熱を生じる。次いで、電極のこの局在化した加熱は、電子及びイオンの熱電子
放出を生じる。観測された効果は、アークが電極の比較的固定した位置で自身を「攻撃」
するように見え、放電エネルギ全体が「付加点」に堆積されるにつれ、電極の腐食が生じ
る。これは、より低い密度の拡散したプラズマ接触範囲が電極に著しい損傷を与えること
なしに電極に沿って移動する低い圧力環境とは対照をなすことである。
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【００１１】
　同時に、ローレンツ力及びサーマル・フォースによる影響を受けたプラズマは、アーク
付加点から曲がる。これは、磁力線をもはや電極間を流れる電流と直交させないで、所与
の電流により生成されるローレンツ力の大きさを低減する。そこで、他の問題に加えて、
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プラズマに印加される原動力（motive force）に損失がある。
【００１２】
　全体的には、より低い圧力環境と比較してプラズマ運動の低減、及びアーク付加点での
著しく増大した電極摩耗が存在する。
　従って、プラズマ発生器に対する必要性、一般的には、改善された点火システムに対す
る必要性、内燃機関に使用の点火システムに対する必要性、及び点火システムに対する必
要性、及び大きい点火カーネルを発生し、高圧エンジンと使用可能であり、且つ商業的に
実用的である方法を含む様々な必要性が存在する。
【００１３】
　走行スパーク・イグナイタが高圧燃焼環境で用いられることになる場合、アイソレータ
材料及びイグナイタの電極への上記の負の影響を克服する必要性が更に存在する。例えば
、本明細書に援用されている、米国特許Ｎｏ．５７０４３２１、Ｎｏ．６１３１５４２、
Ｎｏ．６３２１７３３、Ｎｏ．６４７４３２１、Ｎｏ．６６６２７９３及びＮｏ．６５５
３９８１を参照のこと。即ち、アイソレータ及び電極が放電プロセスにより破壊されるこ
となしに、（好ましくは、低圧エンジンの従来のスパーク・プラグの寿命と匹敵した）相
当の寿命を呈する、高圧燃焼機関に使用のイグナイタ及び点火システムに対する必要性が
存在する。そのような走行スパーク・イグナイタ及び点火システムは、高圧及び極めて高
圧（即ち、数百ｐｓｉ（約６８９．５ｋＰの数倍）でばかりでなくより低い従来の圧力で
も動作する内燃機関で使用可能であり且つ有効であろうことが望ましい。
【課題を解決するための手段】
【００１４】
　プラズマを発生して維持し、走行スパーク・イグナイタを動作させ、内燃機関及び他の
エンジン、特に高圧内燃機関用の点火を与える新しい方法及び対応の装置により、上記及
び他の必要性が対処され、そして利点が、提供される。典型的には、高い初期ブレークダ
ウン電圧が、イグナイタに印加されて、プラズマ・カーネルをイグナイタのプラズマ開始
領域に起こさせるが、しかし好ましくは、ブレークダウン電流が大きいローレンツ力を生
成することを必要としないので、ＴＳＩ点火の場合に以前に採用されていた電流より低い
電流でプラズマ・カーネルをイグナイタのプラズマ開始領域に起こさせる。ブレークダウ
ン電流パルス後に、様々なメカニズムを用いて、再結合が生じている間にプラズマを長引
かせ、そしてプラズマが（典型的には、イグナイタ電極間のアイソレータの表面に又はそ
れに隣接する）開始領域から容易に切り離される（切り離し可能である）ようになること
を可能にする。プラズマが完全に再結合する機会を有する前に、電流は、再びにオンにさ
れて、短いフォローオン（続いて起こる）（follow-on）・エネルギ・パルスを（好まし
くは、ブレークダウン・パルスの電流より実質的に小さい電流で）与える。フォローオン
電流パルスは、ローレンツ力の対応パルスを発生して、プラズマをその前の位置から離れ
るよう、そして更にイグナイタの電極に沿って移動させる。多数のそのようなフォローオ
ン・パルスが、連続したパルス間に「オフ」間隔を持たせて与えられ、その「オフ」間隔
中に、１又はそれより多いメカニズムが、プラズマを長引かせ、そしてプラズマの部分的
再結合のみを可能にする。これは、「シマーリング（simmering）」と呼ばれる。プラズ
マの全体の再結合の前に、電流の次のフォローオン・パルスが、プラズマを電極に沿って
更に「キック（ｋｉｃｋ）」し、そして最後のフォローオン・パルスが、プラズマを電極
から放出する。シマーリングを引き起こす１つのメカニズムは、イグナイタを流れる電流
を比較的低い（しかし、ゼロでない）レベルまで低減することであり、この電流は、「シ
マー電流」と呼ばれる。代替として、サマー（summer）電流が印加されない場合、類似の
効果が、再結合を長引かせそして次のフォローオン・パルスが到着する時点までプラズマ
・カーネルの「全体」の再結合を阻止するための多数の他の技術のいずれかを用いること
により、得られる。例えば、フォローオン・パルスが、互いにより密接に続くよう調時さ
れ、そして恐らく更に波形整形され、それにより部分的再結合のみがパルス間で生じ、又
はそれぞれのフォローオン・パルスに対して高いサブブレークダウン電圧が先行し、又は
プラズマがＲＦ又はレーザ・エネルギにより励起される。即ち、全体のプラズマ再結合を
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阻止する多数の方法が、意図されている。再結合に関して一緒に記載される用語「全体」
は、プラズマが効果的に消滅され、そして高いエネルギが、それを再点火するため必要と
されることが意味する。
【００１５】
　本発明は、幾つかの方法又は態様で明らかにされ、そして例示の実施形態が、以下に提
示される。本発明を実施する他の方法は、当業者に明らかになるであろう。様々な態様が
、単独で、又は多くの組み合わせのいずれかで実施され、それらの全てを本明細書で無理
なく列挙することはできない。様々な実施形態の特徴は説明する実施形態以外の組み合わ
せで実施されことが意図され、それらの特徴の全てが、簡潔さのため全ての実施形態に関
連して示されているわけではない。
【００１６】
　本発明の局面は、以下のことを少なくとも含む。即ち、
　高電圧をイグナイタに印加するステップであって、前記高電圧がブレークダウンを電極
間に起こして、前記イグナイタ内の開始領域に高電流放電、及び前記開始領域に隣接した
プラズマ・カーネルの形成をもたらすのに十分な振幅である、前記印加するステップと；
ブレークダウンに続いて、少なくとも２つの比較的低電圧のフォローオン・パルスのシー
ケンスを前記電極に印加するステップとを備え；それにより、前記プラズマ・カーネルが
、前記フォローオン・パルスにより前記電極の自由端に向けて移動することを強制される
、プラズマ発生方法。
【００１７】
　高電圧をイグナイタに印加するステップであって、前記高電圧がブレークダウンを電極
間に起こして、前記イグナイタ内の開始領域に高電流放電、及び前記開始領域に隣接した
プラズマ・カーネルの形成をもたらすのに十分な振幅である、前記印加するステップと；
ブレークダウンに続いて、電流アークの前記電極への拡散付加を維持するよう十分に低い
電流の１又はそれより多い比較的低電圧のフォローオン・パルスのシーケンスを前記電極
に印加するステップとを備え；それにより、前記プラズマ・カーネルが、前記フォローオ
ン・パルスの影響下で前記電極の自由端に向けて移動することを強制され且つ移動するこ
とが可能である、プラズマ発生方法。
【００１８】
　点火領域は、前記電極間に配設されたアイソレータの表面に又はそれに隣接し得る。内
燃機関用フォローオン・パルスの電流は、約３アンペアと４５０アンペアとの間であり得
る。本方法は、少なくとも１つのフォローオン・パルスの前にプラズマの全体のカーネル
再結合を阻止するステップを含み得る。これは、様々な方法で行われ得て、それには、シ
ーケンスのパルス間で、プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止するのに十分なシマー
電流をイグナイタ電極間に維持することが含まれる。それはまた、フォローオン・パルス
間の間隔の少なくとも一部分で、前記イグナイタの電極間の電圧をブレークダウン電圧よ
り低くであるが、しかし前記間隔の終了前の全体のカーネル再結合を阻止するために十分
な電流を維持させるのに十分な電圧を維持するステップを含み得る。イグナイタは、走行
スパーク・イグナイタで有り得る。前記シーケンスの連続したパルスは、約２－６００マ
イクロ秒、好ましくは約２０－２５０マイクロ秒、最も好適には５０－１００マイクロ秒
の間隔により分離される。前記フォローオン・パルスのそれぞれは、約３－４５０アンペ
アの最大振幅を有し得る。振幅は、一様でなくてもよい。フォローオン・パルスは、約２
０－１２０アンペアの最大振幅を有し、それは一様でなくてもよい。前記フォローオン電
流のそれぞれは、約２００マイクロ秒より少ない平均持続時間を有するのが好ましく、そ
れは一様でなくてもよい。フォローオン・パルスは、約１０－５０００Ｖの振幅、好まし
くは約２０－２７５Ｖの振幅を有し得る。フォローオン・パルスは、全てが同じ極性の電
圧及び電流を有する必要はなく、そしてフォローオン・パルスの電流は、一定である必要
はない。
【００１９】
　可燃性燃料の存在下で高電圧をイグナイタに印加するステップであって、前記高電圧が
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ブレークダウンを前記イグナイタの電極間に起こして、前記イグナイタ内の開始領域で高
電流放電、及び前記開始領域に隣接したプラズマ・カーネルの形成をもたらすのに十分な
振幅である、前記印加するステップと；ブレークダウンに続いて、２又はそれより多い比
較的低電圧のフォローオン・パルスのシーケンスを前記電極に印加するステップとを備え
；それにより、前記プラズマ・カーネルが、前記フォローオン・パルスにより前記電極の
自由端に向けて移動することを強制される、燃料点火方法が提供される。点火領域は、前
記電極間に配設されたアイソレータの表面に又はそれに隣接し得る。イグナイタは、内燃
機関内にあり得る。ガソリン燃料の内燃機関のためのフォローオン・パルスの電流は、約
３アンペアと４５０アンペアとの間であり得る。前記方法は、フォローオン・パルスの前
にプラズマの全体のカーネル再結合を阻止するステップを含むことが好ましい。
【００２０】
　全体のカーネル再結合を阻止するステップは、シーケンスのパルス間で、プラズマ・カ
ーネルの全体の再結合を阻止するのに十分な電流（これは、シマー電流と呼ばれる。）で
あってプラズマ・カーネルを通る電流を維持するステップを含む。プラズマ・カーネルの
全体の再結合を阻止するステップはまた、フォローオン・パルス間の間隔で、前記間隔の
少なくとも一部分で、ブレークダウン電圧より下であるが当該間隔の終了前の全体の再結
合を阻止するために十分なプラズマを流れる電流を維持するのに十分な電圧であってイグ
ナイタの電極の両端にかかる電圧を維持するステップを含み得る。
【００２１】
　フォローオン・パルスは、全てが同じ極性の電圧及び電流である必要はなく、それは一
定である必要はない。
　イグナイタは、点火時に内部が比較的高圧である内燃機関内にあり得る。
【００２２】
　本方法は、更に、フォローオン・パルス後に、プラズマ・カーネルのイオン化レベルが
所望のレベルより下に落ちた時点で、プラズマ・カーネルを全体の再結合の前に成長させ
るのに十分な電流及び比較的低い電圧であって、次のフォローオン・パルスが続く当該電
流及び比較的低い電圧でもってプラズマ・カーネルを再トリガ又は再ストライキング（re
-striking）するステップを含み得る。
【００２３】
　本方法はまた、プラズマ・カーネルを少なくとも幾らかのフォローオン・パルス対間で
シマーリングするステップを含み得る。
　内燃機関のイグナイタに給電する点火回路であって、前記イグナイタが内燃機関の燃料
－空気混合気の中に配設されるとき、電気的ブレークダウン放電を起こすことが可能であ
る高電圧を高電流で前記イグナイタの電極間の開始領域に与えることにより、プラズマ・
カーネルを前記開始領域に前記放電により形成する手段と；比較的低電圧低電流のパルス
により前記プラズマ・カーネルを前記電極の自由端に向けて移動することを強制するのに
十分な電圧及び電流振幅及びタイミングを有する前記の１又はそれより多い比較的低電圧
及び低電流のパルスのシーケンスを与える手段とを備える点火回路が提供される。電気的
ブレークダウン放電を起こすことが可能である高電圧を与える前記手段が、１次巻線及び
２次巻線を有する高電圧低インダクタンス点火コイルを含み得て、前記２次巻線が、前記
イグナイタの１つの電極に接続するためのリードを有し、電気的ブレークダウン放電を起
こすことが可能である高電圧を与える前記手段が更に、信号を前記１次巻線にトリガして
、高電圧パルスを前記２次巻線に誘発する回路を含み得る。比較的低電圧のパルスのシー
ケンスを与える前記の手段が、比較的低い電圧源と；前記パルスのそれぞれに対して、前
記比較的低い電圧源により充電されるキャパシタと；前記リードに接続された２次巻線と
、１次巻線とを有するパルス・トランスフォーマとを備え；前記パルス・トランスフォー
マの１次巻線を介して、前記キャパシタが、トリガ信号に応答して放電されて、前記パル
スを前記リードに誘発する。前記点火回路が更に、前記ブレークダウン放電と第１のフォ
ローオン・パルスとの間の間隔において、前記間隔における前記プラズマ・カーネルの全
体の再結合を阻止するのに十分なシマー電流を前記イグナイタに与える手段を含み得る。
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それはまた、フォローオン・パルスの各連続対の間の間隔において、当該間隔における前
記プラズマ・カーネルの再結合を阻止するのに十分なシマー電流を前記イグナイタに与え
る手段を含み得る。前記点火コイルが、可飽和コアを含み、前記可飽和コア上に、前記１
次及び２次巻線が、形成され、前記可飽和コアは、前記電気的ブレークダウンが生じたと
き実質的に飽和し、それにより前記２次巻線が、その後に、実質的に低減されたインダク
タンスを有することが好ましい。
【００２４】
　内燃機関のイグナイタに給電する点火回路であって、パルスをイグナイタへの接続のた
めの出力に発生する高電圧パルス発生器であって、前記パルスの最大電圧は、前記イグナ
イタに供給されたときブレークダウン放電を起こすことが可能であり、且つそれに続く高
電流を、前記イグナイタが燃焼－空気混合気の中に配設されるとき前記イグナイタの電極
間の開始領域に生じさせることが可能であり、それによりプラズマ・カーネルを前記放電
により前記表面に隣接して形成する、前記高電圧パルス発生器と；比較的低電圧及び低電
流のフォローオン・パルスにより前記プラズマ・カーネルを前記電極の自由端に向けて移
動することを強制するのに十分な電圧及び電流振幅及びタイミングを有する前記の１又は
それより多い比較的低電圧及び低電流のフォローオン・パルスのシーケンスを前記出力に
発生する低電圧パルス発生器とを備える点火回路が提供される。また、前記ブレークダウ
ン放電と第１のフォローオン・パルスとの間の間隔において、前記間隔における前記プラ
ズマ・カーネルの全体の再結合を阻止するのに十分なシマー電流を前記の出力ラインに供
給するシマー電流源が、含まれ得る。更には、フォローオン・パルス間において、前記フ
ォローオン・パルス間の間隔の少なくとも一部分で、ブレークダウン電圧より低いがしか
し前記間隔中における前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止するのに十分な電圧
を前記イグナイタの電極上に維持する電圧源が、あってよい。
【００２５】
　図面に、特に図８から図１０のうちのいずれかに実質的に示され且つ記載される点火回
路が提供される。
　点火回路はまた、フォローオン・パルス後に動作可能な手段であって、前記プラズマ・
カーネルのイオン化レベルが所望のレベルより下に落ちた時点に、全体のカーネル再結合
が生じる前に前記プラズマ・カーネルを成長させるのに十分な電流及び比較的低い電圧で
あって次のフォローオン・パルスが続く前記電流及び比較的低い電圧でもって前記プラズ
マ・カーネルを再トリガ又は再ストライキングする手段を含み得る。
【００２６】
　添付図面を尺度通り描くことは意図していない。図面において、様々な図面に示されて
いるそれぞれの同一又は同一に近い構成要素は、類似の参照番号により表されている。理
解しやすいように、全ての図面において全ての構成要素に参照番号が付されているわけで
はない。
【発明を実施するための最良の形態】
【００２７】
　ここで、本発明の多くの局面がより詳細に、また本発明により対処される問題が上記よ
り一層詳細に、そして本発明の局面を実施するための点火回路の一例の単一実施形態が、
説明される。
【００２８】
　第１の局面に従って、内燃機関のイグナイタを動作させる方法であって、高電圧をイグ
ナイタに印加するステップであって、前記高電圧がブレークダウンを電極間の開始領域（
例えば、アイソレータの表面の上方）に起こして、前記イグナイタに高電流放電を且つ前
記の表面に隣接した燃料－空気混合気の中にプラズマ・カーネルの形成をもたらすのに十
分な振幅である、前記印加するステップと；ブレークダウンに続いて、（好ましくはシマ
ー電流）及び１又はそれより多いより低い電圧及びより低い電流パルスのシーケンスを前
記電極に印加するステップとを備え；それによりプラズマ・カーネルが、前記のより低い
で電圧より低い電流パルスにより前記電極の自由端に向けて移動することを強制される方
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法が示されるであろう。
【００２９】
　ブレークダウンとシーケンスの第１のパルスとの間、及びシーケンスのパルス間で、プ
ラズマ・カーネルを通る電流であって、プラズマの全体の再結合を阻止するのに十分な電
流が、維持されることが望ましい。代替として、そのような電流は、ブレークダウンとシ
ーケンスの第１のパルスとの間、及びシーケンスの追加のフォローオン・パルス間の間隔
が十分短く、それにより全体の再結合がそのようなパルスの開始前に起きない場合は維持
する必要はない。（全体の再結合が起きる場合、高いブレークダウン電圧は、プラズマ形
成プロセスを再開するため必要である。）全体の再結合がフォローオン・パルスの開始前
に（どうあろうとも）回避されるならば、フォローオン・パルスは、（多数の以前のアプ
ローチと比較して、しかし更にはっきりとわかるほどに）比較的低い電流パルスであるこ
とができ、そしてそれは、更に、プラズマを進めるための適切なローレンツ力を与えるで
あろうし、そしてそれは、それ自身で、電極に沿って移動する電流アークを生成するであ
ろう。別の代替として、再結合は、フォローオン・パルスの開始前に比較的高い（しかし
ブレークダウンより小さい）電圧を電極間に印加することにより遅くすることができる。
３つの全てのメカニズムが、高エネルギ・ブレークダウン状態の再発生を必要とすること
なしに、運動するプラズマ・カーネルの確立を容易にして、電流経路が固定の位置で電極
に「再び付く（re-attach）」傾向を低減する。フォローオン・パルスの数は、設計要件
及び／又は動作条件に応じて変わる。
【００３０】
　イグナイタは、走行スパーク・イグナイタであることが好ましい。
　シーケンスの第１のパルスが、ブレークダウン放電に、約２マイクロ秒から約１００マ
イクロ秒までの間隔、好ましくは約１０マイクロ秒から２０マイクロ秒までの間隔だけ後
に続くことが望ましいが、しかしこれは、用いられている特定の種類の燃料混合物でのプ
ラズマの再結合時間に依存するであろう。前記フォローオン・パルスのそれぞれは、約５
－２００アンペアの最大振幅を有することが望ましい。しかし、振幅は、一様である必要
はない。前記のより低い電圧より低い電流パルスが、約２５－１０５アンペアの最大振幅
、より好ましくは約４０－８０アンペアの最大振幅を有することが好ましい。パルスは、
約２マイクロ秒から約２００マイクロ秒の持続時間を有する。前記シーケンスの連続した
パルスは、約１０－５００マイクロ秒の間隔、更により好ましくは４０－１２０マイクロ
秒だけ分離されていることが好ましいが、しかしその間隔は、一様でなくてもよい。電圧
の点では、前記パルスのそれぞれは、典型的には、約５０－５０００Ｖの振幅、より好ま
しくは約３００－５００Ｖの振幅を有する。全てのパルスは、同じ極性の電圧又は電流を
有する必要はなく、そしてパルスの電圧も電流も、一定である必要はない。前述の数字は
、全て、単に代表的なものであり、本発明へのいずれの固有の制限を表す意図ではない。
他の範囲を適当な実施形態で採用し得る。しかしながら、これらの数字は、他の点火シス
テム及び方法との差を識別するための助けとして有効である。
【００３１】
　本発明は、高圧エンジンに使用することを意図しているが、しかしそれに限定されるも
のではない。
　関連した局面に従って、内燃機関のイグナイタに給電する点火回路であって、前記イグ
ナイタが燃料－空気混合気の中に配設されるとき、ブレークダウン放電を起こすことが可
能である高電圧を比較的高電流（しかし、好ましくは用いられていた従来のＴＳＩ点火よ
り低い）で前記イグナイタの電極間の開始領域（例えば、電極同士を分離するアイソレー
タの表面に又はその上方）に与えることにより、プラズマ・カーネルを前記表面に引接し
て前記放電により形成する手段と；比較的低電圧及び低電流のフォローオン・パルスによ
り前記プラズマ・カーネルを前記電極の自由端に向けて移動させるローレンツ力を生成す
るのに十分な電圧及び電流振幅及びタイミングを有する前記の１又はそれより多い比較的
低電圧及び低電流のパルスのシーケンスを与える手段とを備える点火回路が提供される。
電気的ブレークダウン放電を起こすことが可能である高電圧を与える前記手段が、１次巻
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線及び２次巻線を有する高電圧低インダクタンス点火コイルを含み得て、前記２次巻線が
、前記イグナイタの１つの電極に接続するためのリードを有し、そして電気的ブレークダ
ウン放電を起こすことが可能である高電圧を与える前記手段が更に、信号を前記１次巻線
にトリガして、高電圧パルスを前記２次巻線に誘発する回路を含み得る。
請求項５０記載の点火回路。
【００３２】
　比較的低電圧（例えば、サブブレークダウン電圧）のパルスのシーケンスを与える前記
の手段が、比較的低い電圧源と；前記パルスのそれぞれに対して、前記比較的低い電圧源
により充電されるキャパシタと；前記リードに接続された１次巻線、及び２次巻線を有す
るパルス・トランスフォーマとを備え得て、前記パルス・トランスフォーマの２次巻線を
介して、前記キャパシタが、トリガ信号に応答して放電されて、前記パルスを前記リード
に誘発する。前記点火回路は更に、前記ブレークダウン放電と第１のフォローオン・パル
スとの間の間隔において、前記間隔における前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻
止するのに十分なシマー電流を前記イグナイタに与える手段を含み得る。それはまた、連
続したフォローオン・パルス間の間隔において、当該間隔における前記プラズマ・カーネ
ルの全体の再結合を阻止するのに十分なシマー電流を前記イグナイタに与える手段を含み
得る。代替として、比較的低い電圧パルスのシーケンスを与える手段は、プラズマ・カー
ネルの全体の再結合が或る一定の時間間隔で起こらない程十分短い当該時間間隔だけ分離
されたパルスを与える手段を含む。別の代替として、比較的低い電圧パルスのシーケンス
を与える前記手段は、そのようなフォローオン・パルスのそれぞれより前に高いサブブレ
ークダウン電圧を先行させる手段を備え得る。
【００３３】
　更なる局面に従って、内燃機関のイグナイタに給電する点火回路であって、パルスをイ
グナイタへの接続のための出力に発生する高電圧パルス発生器であって、前記パルスの最
大電圧は、前記イグナイタに供給されたときで且つ前記イグナイタが燃焼－空気混合気の
中に配設されるときブレークダウン放電を高電流で前記イグナイタの電極間の開始領域で
起こすことが可能であり、それによりプラズマ・カーネルを前記放電により前記表面に隣
接して形成する、前記高電圧パルス発生器と；比較的低電圧低電流のパルスにより前記プ
ラズマ・カーネルを前記電極の自由端に向けて移動することを強制するのに十分な電圧及
び電流振幅及びタイミングを有する前記の１又はそれより多い比較的低電圧及び低電流の
パルスのシーケンスを前記出力に発生する低電圧パルス発生器とを備える点火回路が示さ
れる。点火回路は更に、前記ブレークダウン放電と第１のフォローオン・パルスとの間の
間隔において、前記間隔における前記プラズマ・カーネルの全体の再結合を阻止するのに
十分なシマー電流を前記の出力に供給するシマー電流源を含み得る。代替として、回路は
、その出力で、プラズマの全体の再結合がそのようなパルス間の間隔で起きない程互いに
密接して続く（例えば、十分短い間隔により分離されている）フォローオン・パルスを供
給するフォローオン・パルス発生器を含み得る。別の代替として、回路は、比較的低い電
圧パルスのシーケンスを与えるパルス源と、そのようなフォローオン・パルスのそれぞれ
より前に起き、全体の再結合が比較的低い電圧パルスが開始するとき起きないように全体
の再結合を遅延させるのに十分なサブブレークダウン高電圧を与える高電圧源とを含み得
る。
【００３４】
　従って、この発明は、その応用において、以下の記載で説明され、又は図面に示された
構成の詳細及び構成要素の配置に限定されるものではない。本発明は、他の実施形態が可
能であり、そして様々な方法で実施又は実行されることが可能である。いずれの実施形態
も例示としてのみ提示されているものである。また、本明細書で用いられている用語及び
術語は、説明のためであり、限定とみなすべきでない。「含む」、「備える」、又は「有
する」、「含有する」、「包含する」、及びそれらの変形の使用は、その後にリストされ
るアイテム、及びその均等物並びに追加のアイテムを包含することを意味する。
【００３５】
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　ここで、イグナイタを高圧エンジンで動作させようと試みるときに遭遇される問題をよ
り良く理解することを試みることは有効である。走行スパーク・イグナイタ（ＴＳＩ）は
、小さいプラズマ・ガンの性質を帯びている点火装置である。典型的なＴＳＩが、米国特
許Ｎｏ．６，３２１，７３３から取られた図１に示されている。アイソレータ（例えば、
セラミック）材料１４は、電極間隔を維持する。プラズマ１６は、高電圧ブレークダウン
・プロセスがそこで生じることに起因して、アイソレータの表面に沿って生成される。放
電電流がプラズマを通るので、プラズマの温度及び容量は、増大し、プラズマ固有抵抗及
び抵抗の更なる低減を招く。これは、プラズマの中の電流を増大させ、それは、イグナイ
タに供給される電流を生成する放電回路のインピーダンスにより主に制限される。
【００３６】
　ＴＳＩを動作させる典型的な点火回路が、図２に示され、それはまた米国特許Ｎｏ．６
，３２１，７３３から取られたものである。点火回路は、２つの主要部、即ち、（１）従
来の点火システム４２と、（２）参照番号４６及び４８で示すようなキャパシタ、低電圧
電源４４及びダイオード５０を備えるフォローオン電流発生器とから成る。従来の点火シ
ステム４２は、スパーク・ギャップで、電極１８と２０との間のアイソレータ表面５６に
沿ってブレークダウン（高電流で）を生成するための高電圧を与えて、その表面近くのガ
ス状燃焼混合物の中に初期プラズマを形成する。フォローオン電流発生器は、スパーク・
ギャップにブレークダウン放電後に、初期プラズマを通る電流を与えて、遙かに大きいプ
ラズマ容量を形成する。キャパシタ４８からの最大電流を制限するため抵抗５４を用いて
もよい（が、必ずしもそうする必要はない）。典型的な電圧放電プロフィール（尺度通り
でない。）が、米国特許Ｎｏ．６，４７４，３２１か取られた図３に示されている。
【００３７】
　従来の点火システム４２は、放電ギャップでの放電を時点ｔ＝ｔ０で開始する。その結
果、高電圧（ＨＶ）点火トランスフォーマの２次コイルの電圧は、それがスパーク・ギャ
ップでのブレークダウン電圧にｔ＝ｔ１で到達するまで、上昇する。ブレークダウンがｔ
＝ｔ１で生じた後で、放電ギャップ間の電圧は、低いプラズマ固有抵抗に対応するｔ＝ｔ

２での約５００Ｖ又はそれより小さい値まで急速に降下する。電圧は、キャパシタ４６及
び４８からの殆ど全てのエネルギが転送されてしまったときの時点ｔ＝ｔ３まで実質的に
一定であり、それに続いて、電圧及び電流がｔ＝ｔ４でのゼロ近くの値に急速に減少する
。簡単にするため、我々は、ｔ３からｔ４までの間隔は、無視しうる程短いと仮定する。
間隔Δｔ＝ｔ３－ｔ２は、キャパシタ４６及び４８に蓄積されたエネルギ並びにブレーク
ダウンが生じた後に放電ギャップを流れるフォローオン電流の電圧と関連する。次のエネ
ルギ・バランス方程式は、これらの変数を関連付ける。
【００３８】
【数１】

【００３９】
　ここで、Ｖ（ｔ）は時間の関数で、放電ギャップを規定する電極間の電圧であり、その
ような電圧は、初期値Ｖｔ２を時点ｔ２で有し、最終値Ｖｔ４≒０を時間ｔ＞ｔ４で有し
、ｉ（ｔ）はスパーク・ギャップの電流で時間の関数であり、そしてＣは放電キャパシタ
ンスの和（ここでは、キャパシタ４６及び４８のキャパシタンスの和）である。時間間隔
Δｔ＝ｔ３－ｔ２において、第１の近似として、Ｖ（ｔ）≒Ｖ０であって、おおよそ一定
で、従ってＶｔ２

２－Ｖｔ４
２≒Ｖ０

２であると仮定することができる。更にプラズマ固
有抵抗が一定であると仮定する場合、ｉ（ｔ）≒ｉ０と仮定することができる。これらの
単純化した仮定を用いて、Δｔ（ｔ４－ｔ３＜＜Δｔ故にΔｔ≒ｔ４－ｔ２）とＣ、Ｖ０

及びｉ０により表される回路パラメータとの間の基本的関係である次の式を得ることがで
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きる。
【００４０】
【数２】

【００４１】
　この単純な関係は、パルス持続時間についての情報をキャパシタ上の所与の動作（比較
的低い）電圧Ｖ０に対して、キャパシタンス及び放電中の平均電流の関数として与える。
イグナイタに与えられる所与のエネルギ（従って、所与のＶ０及びＣ）に関して、この関
係は、電流ｉ０が増大するため、パルス持続時間Δｔが低減しなければならないことを教
示する。しかしながら、電流ｉ０を増大することはまた、ローレンツ力ＦＬを増大する。
ローレンツ力を増大することにより、プラズマは、アイソレータ表面から遠ざかるよう一
層速く、そして電極の自由端に向け、更にエンジンの燃焼室の中に移動する。しかしなが
ら、燃焼室の圧力は、イグナイタの中の対抗圧力による力ＦＰを与える。力ＦＰは、ロー
レンツ力に対抗して働き、プラズマの速度が電極の長さｌ（即ち、ｌは、アイソレータと
燃焼室の中に面している電極の自由端との間の距離である。）とは独立の或る制限値より
上に増大することを阻止する。
【００４２】
　プラズマを移動させるために利用可能な正味の力は、（プラズマ上のサーマル・フォー
スがプラズマ伝搬のより早期の段階でのみ大きく、そしてプラズマがアイソレータ表面か
ら遠ざかるように移動するにつれ急速に減少するので、そのプラズマ上のサーマル・フォ
ースを無視することができることを仮定すると）ローレンツ力ＦＬと圧力による力ＦＰと
の差である。圧力による力に打ち勝つ仕方を理解するためその力のモデルを開発すること
は有効である。ローレンツ力ＦＬは、周知の関係ｐＢ＝Ｂ２／８πに実効プラズマ表面積
を乗じたものにより与えられたプラズマへの磁気圧力ｐＢとして表されることができる。
【００４３】

【数３】

【００４４】
　ガス圧力による力ＦＰは、ＦＰ＝ｐＳｐｌの形式で表されることができ、ここで、ｐは
、（その移動中におけるプラズマに面する）燃焼混合物からの実効ガス圧力である。従っ
て、プラズマの移動を支配する正味の力についての方程式は、次のように表すことができ
る。
【００４５】

【数４】

【００４６】
　ここで、ｖｐｌはプラズマ速度であり、ｍｐｌはプラズマ質量である。次いで、プラズ
マ質量は、プラズマ質量密度ρｐｌとプラズマ容量Ｖｐｌ＝ＳｐｌΔｌｐｌとの積として
表すことができる。ここで、Δｌｐｌは、プラズマにより瞬間的に占有される電極の長さ
の一部分を表す端数である。
【００４７】
　正味の力の方程式は、単純化することができ、そして有効な関係が、幾らかの大まかな
仮定を行うことによりそれから導出される。プラズマの形成後のそのプラズマ容量は、プ
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ラズマが電極に沿って伝搬するので一定であると仮定することができる。従って、Ｓｐｌ

、Δｌｐｌ及びρｐｌは一定であり、そして力ＦＬ及びＦＰがまた一定である。次いで、
積分することにより次式が得られる。
【００４８】
【数５】

【００４９】
　ここでは、初期プラズマ速度ｖｔ２がその最終速度ｖｐｌより非常に小さいことを仮定
している。
　ＦＬをＢ２（ここでＢ＝√（８παｉ））により置換し、αは一定の係数であり、ＦＰ

は上記の通りであるとすると、次式を得る。
【００５０】

【数６】

【００５１】
　１／２ΔｔＶｐｌ≒ｌであるので、次のように書くことができる。
【００５２】

【数７】

【００５３】
　この方程式から、比較的小さい圧力（即ち、ｐ＜＜αｉ０

２）に対して、Δｔｉ０≒一
定であり、そしてこのパラメータの範囲において、ｉ０を増大することは、結局Δｔを低
減することなることが分かる。従って、上記の関係から、実際に放電エネルギを増大する
ことなしに（勿論、これは、ρｐｌΔｌｐｌ≒一定に対して正しく、ｉ０を増大すること
により、ρｐｌΔｌｐｌも増大し、そこで、幾らかの追加のエネルギが必要とされる。）
、ｉ０を増大することによりプラズマをより速く移動させることができることを知ること
ができる。
【００５４】
　しかしながら、ｐ＜＜αｉ０

２であることが正しくない（即ち、仮定が失敗している）
とき、圧力ｐを増大することは、ｐ／αｉ２≧１となり、そしてプラズマは、移動するこ
とを全く停止することができるであろう。そのような場合、ｉ＞ｉ０を、ｐ／αｉ２＜１
である点まで増大することが必要であろう。しかしながら、これは、増大されたΔｔ及び
ｉに起因して、エネルギの著しい増大を要求する。
【００５５】
　プラズマにおける再結合プロセスは、更なるハードルを提起する。比較的冷たい燃焼混
合物と対照的である熱いプラズマの前部は、急速に冷える。高圧でのプラズマ再結合速度
は、プラズマ温度Ｔの関数であり、１／Ｔ３／２で変わる。従って、低い温度では、プラ
ズマ再結合は、その伝搬前部で非常に早く生じ、そこでは、それは、冷たいガス状混合物
と相互作用する。高圧では、そのような再結合速度は、プラズマ伝搬速度と同じように速
くすることができ、それは、ローレンツ力、即ち誘発された移動は、再結合の速度により
全体的に打ち消され、プラズマを実効的に静止した状態にさせることを意味する。そのよ
うな状況では、電極に沿った正味のプラズマ速度は、実質的にゼロであり、そしてプラズ
マは、全体の放電中にアイソレータの表面近くに留まるように見えるであろう。勿論、プ
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ラズマは、アイソレータの表面近くで、同様に、だが非常に遅い速度で再結合する。それ
は、そこのガスがプラズマの前端部におけるより遙かに熱いからである。従って、アイソ
レータ表面近くのプラズマ固有抵抗は、プラズマの前端部におけるより低く、そして大部
分の放電電流は、その領域に集中され、アイソレータ近くでの更なるプラズマ再結合を阻
止する。
【００５６】
　上記で示したように、動作燃焼室圧力を増大することは、プラズマに対する正味の原動
力を低くし、そこでそれはより遅く移動し、従って、プラズマが燃焼室へ移動するのにか
かる時間は、増大する。従って、十分に大きい圧力については、プラズマは、首尾良くイ
グナイタの端部に到達することはない。
【００５７】
　プラズマがそのように非常に遅くなることを阻止するため、放電電流は、プラズマに供
給されるエネルギを増大するために上昇されねばならない。しかしながら、増大したエネ
ルギ入力は、アイソレータ近くに集中される。それは、極めて問題である。アイソレータ
にかかる熱応力があり、そしてアイソレータに損傷を与えることができる衝撃波が、発生
される。また、アイソレータ近くの電極の一部分への大きい熱の影響がある。点火回路が
プラズマを実効的に移動させる正味の力を生成するのに十分なエネルギを供給すると仮定
した場合、燃焼室のの圧力が高ければ高いほど、アイソレータ及び電極への負の影響はそ
れだけ悪くなる。これらの状態は、それらの負の影響力を阻止するためには何も行われな
い場合、高圧環境でのアイソレータ及び電極の寿命を低減する。
【００５８】
　増大したガス（即ち、燃焼混合気体）の圧力を有する走行スパーク・イグナイタの寿命
を低減する問題は、少なくとも一部分、プラズマの前部（燃焼室に面している。）とプラ
ズマの背部（アイソレータに面している。）との再結合の速度の差を低減することにより
、著しく低減され、又は更には排除される。プラズマ再結合を一層対称にすることにより
、プラズマに対するかなりの正味の力が、燃焼室の中に指向される。
【００５９】
　図４は、その問題を概略的に示す。比較的短い第１の電流パルスは、破線により示され
るようにプラズマ４２の容量を形成する。その第１のパルス中に、プラズマの中心は、ロ
ーレンツ力の影響下で、右に移動し、アイソレータ１４から離れる。パルスが比較的短い
持続時間であるので、アイソレータ表面もその表面近くのガスも大きくは加熱されない。
従って、第１の電流パルスが終了した後では、プラズマ再結合はその背部（左）側とその
前部（右）側とでは全く対称であり、比較的狭いプラズマ・カーネル４４が残る。狭いプ
ラズマ・カーネル４４は、上記で説明したように、依然アークをサポートすることができ
る。
【００６０】
　本発明は、イグナイタにエネルギを与える異なったアプローチを用いることによりプラ
ズマ再結合の対称性を改善する。幾つかの短い電流放電バースト（フォローオン・パルス
）は、ブレークダウン・パルス後で時点ｔ２とｔ３との間に印加される。フォローオン・
パルスは、適度に高いピーク電流振幅を有するが、しかしブレークダウン・パルスより著
しく小さい。ブレークダウン・パルスと第１のフォローオン・パルスとの間、及びフォロ
ーオン・パルス間に、（シマー）電流が、好ましくは低い非ゼロの値に維持されて、全体
の再結合を阻止する。
【００６１】
　上記で説明したようにＴＳＩを励起するため用いられ得るイグナイタ電流の一例に関す
る波形を示す図５において、ブレークダウンは、時点ｔ１（最大電流が続くピーク電圧）
で生じ、そして時点ｔ１

＊で完了する。時点ｔ２で始まり、一連の（１又はそれより多い
）より低い振幅電流パルス５２Ａ－５２Ｅ（即ち、この例では５個のパルスであるが、パ
ルスの数は可変である。）が、イグナイタの電極間に与えられる。放電間隔は、プラズマ
が電極の端部に到達する時点ｔ３で終了する。プラズマは、アイソレータで時点ｔ１にお
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いて開始する。それぞれのプラズマ５２の持続時間τ１、τ２、・・・、τｎ、及びそれ
らのピーク電流の大きさｉ０は、イグナイタ設計及びガス圧力ｐに従って選定されるべき
である。走行スパーク・イグナイタにおいて、パルス持続時間及び大きさは、好ましくは
、電極の長さ及びそれらの電極間のギャップに従って選択される。実験は、所与のイグナ
イタ設計及びその動作の最大圧力に関するそれらのパラメータの値を設定する満足のゆく
方法であり、今のところ、多分、最良の方法である。
【００６２】
　パルス間の時間はまた、イグナイタ設計及び圧力に依存する。ブレークダウン電流がゼ
ロ近くのレベルに時点ｔ１

＊で到達するときのブレークダウン電流とフォローオン・パル
ス５２Ａとの間の時間（Δｔｂ，１と示す。）は、ブレークダウン電圧及び電極間のアイ
ソレータの特質（specifics）に依存する。シマー電流ｉｓは、非ゼロであり、そしてそ
ういうわけで、全体のプラズマ再結合を回避することを助ける。さもなければ、大きい電
圧（ブレークダウン電圧と比較して）が、次のパルスを開始するため必要とされるであろ
う。そこで、シマー電流ｉｓは、各後続のパルスを促進し、そして追加のブレークダウン
・パルスを必要としないで、その形成を可能にする。次の表は、シミュレートされた燃焼
室において４００ｐｓｉ（約２７５８ｋＰ）圧力で動作するＴＳＩイグナイタの場合有効
であることが分かったパラメータ値を提供する。

　電極長さ：ｌ＝２．５ｍｍ
　ピーク・パルス電流：ｉ０≒２０－４０アンペア
　ｋ番目のパルスの持続時間：τｋ≒１０－２０マイクロ秒
　２つの連続したパルスｋとｋ＋１との間の時間：
　　　　Δｔｋ，ｋ＋１≒５０－１００マイクロ秒
　ｎ（即ち、パルス数）≒３から４
　シマー電流：ｉｓ≒１－３アンペア
　ブレークダウンの終わりと第１のフォローオン・パルスとの間の時間：
　　　　Δｔｂ，１≒５－２０マイクロ秒。
【００６３】
　これらのパラメータは、スパーク・プラグの異なる設計又は圧力ｐの値に対して著しく
異なることができる。例えば、前の事例の中のＴＳＩに類似し、そして圧力ｐ＝９００ｐ
ｓｉ（約６２０６ｋＰ）で動作するＴＳＩに対して、有効であることが分かった適切なパ
ラメータは、次の通りである。
【００６４】
　ｉ０≒６０－８０アンペア
　τｋ≒２０－４０マイクロ秒
　Δｔｋ，ｋ＋１≒３０－４０マイクロ秒
　ｎ≒７から１０パルス
　ｉｓ≒３－５アンペア、及び
　Δｔｂ，１≒３－１０マイクロ秒。
【００６５】
　ピーク・パルス値ｉ０と、パルス持続時間τｋと、個々のパルスΔｔｋ，ｋ＋１間の時
間が一定であるとして示されたが、それらは、一様又は一定である必要はない。例えば、
それらは、実際には、時間の関数として増減することができるであろう。
【００６６】
　図６及び図７は、このパルス化された駆動スキームにより生成される動作を図示する。
ブレークダウン・パルスが既に生じており、そして第１のフォローオン・パルスが図４に
示されるように、アイソレータの表面から離れた位置Δｌ１にあると仮定する。第１のパ
ルスに続く時間間隔Δｔ１，２後に、次のパルスτ２が生じ、その後に、プラズマは、ア
イソレータの表面から離れた新しい位置Δｌ２にある。連続したパルスのそれぞれにより
、プラズマ・カーネルは、右に移動し、次いで、最終的に（図７）プラズマがｎ個の電流
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パルス後に電極の端部に到達し、そして燃焼室の中に放出されるまで、パルスの終わりで
再結合することが可能にされる（２つのパルス後のプラズマ位置を示す図６参照）。フォ
ローオン・パルスの数ｎは、燃焼室の中の圧力ｐ、イグナイタのパラメータ（例えば、電
極の長さ、電極間のギャップ、及び電極の形状）、及び電流放電パラメータ（例えば、パ
ルスのピーク値、それらの持続時間、パルス間間隔、及びパルス間の最小電流値）に依存
するであろう。幾らかの実験が、適切な値を見つけるため必要とされるかも知れない。
【００６７】
　電流パルスが図５において正のパルスとして示されているが、負のパルスも、又は交番
するパルス、又は複数の幾つかの他のパターンを用いることができることが分かる筈であ
る。ローレンツ力ＦＬは、電流の２乗に比例し、従って、電流の極性とは関係しない。そ
の上、図５において矩形として示された放電電流パルスは、三角形の形状又は正弦曲線の
形状のようないずれの適切な波形を有することができるであろう。
【００６８】
　前述したように、増大した動作圧力により、アイソレータの表面に沿った電圧のブレー
クダウンがまた、増大する。ブレークダウン電圧の増大は、アイソレータ及び電極の寿命
に負の影響を与える。そのような負の影響は、ブレークダウン電流を制限することにより
回避又は大きく低減されることができる。例えば、以下で説明するように、抵抗を高電圧
回路の中に導入することは、ブレークダウン放電がフォローオン放電パルスの間隔の全体
と比較して短い持続時間であるとき大きくエネルギを浪費しないで、ブレークダウン電流
を制限する。電流を制限することにより、動作モードは、従来のＴＳＩシステムの動作モ
ードから実質的に異なるようになる。米国特許Ｎｏ．６，３２１，７３３及びＮｏ．６，
４７４，３２１に示されるＴＳＩシステムのような従来のＴＳＩシステムにおいては、最
大加速度及びプラズマ速度を生成するため、キャパシタからの高電流が高ブレークダウン
電流の直後に続くことが望まれた。ゴールは、プラズマが単一の放電パルスで電極の端部
に到達し、そして燃焼室の中に移動するようにすることである。対照的に、高圧環境では
、プラズマの移動は、ブレークダウンに続いて、小さい。従って、ブレークダウン電流を
制限することが許容できる。それは、大きいプラズマの移動を実際に生じさせるためより
むしろプラズマをアイソレータ表面の近くに生成するために、ブレークダウン電流を用い
るだけであるからである。
【００６９】
　ブレークダウン電流パルスの終わりと第１のフォローオン電流パルスとの間の間隔Δｔ

ｂ，ｔ１は、放電電流のピーク値に依存する。抵抗Ｒｂを用いてこの電流制限効果を達成
すると仮定すると、遅延時間はその抵抗の値に依存し、その抵抗の値は印加されるブレー
クダウン電圧に依存し、次いでその印加されるブレークダウン電圧は圧力ｐに依存する。
従って、抵抗Ｒｂの値は、アイソレータ及び電極の消耗に対するストレスを最小にするよ
う選定される。
【００７０】
　図８は、図５に示されるようにブレークダウン・パルス及びフォローオン・パルスを生
成する電子回路の一例の一部分概略的な回路図を示す。図８において、ブレークダウン・
パルス及び１つのフォローオン・パルスのみを発生する回路が、示されている。希望され
るそれぞれの追加のフォローオン・パルスに関しては、破線で囲まれた回路１１０を複製
することができ、そして全てのそのような回路は、それらのブースト・トランスフォーマ
１０２の２次巻線と直列に接続されることができ、それによりそれぞれのそのような回路
は、シーケンス化されたパルスの１つをイグナイタに順に供給する。（並列構成も可能で
あることに注目されたい。）
　ブレークダウン放電を与える高電圧は、ＳＣＲ１０４Ａのスイッチングを起こすため１
０４で印加された信号によりトリガされる高エネルギ点火コイル１００により発生される
。高エネルギ点火コイル１００は、米国テキサス州エルパソ所在のオートトロニクス・コ
ントロールズ・コーポレーション（Autotronics Controls Corporation）によるｄ／ｂ／
ａ　ＭＳＤ　Ｉｇｎｉｔｉｏｎにより市販されているコイル・モデル８２６１のようなし
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かしこれに限定さされるものではないいずれの適切な点火コイルであってよい。通常産業
界では「点火コイル」と呼ばれているが、構成要素１００は、実際には、トランスフォー
マである。前述のモデル８２６１点火コイルは、低いインダクタンスの１次コイルを有し
、そして１次コイルが付勢されるときその２次コイルから４２－４３ｋＶの出力を与える
。トランスフォーマ１００の２次コイルは、（ブースト・トランスフォーマ１０２の２次
コイル１０２Ｂを介して）イグナイタ１０１の１又はそれより多い電極に直接接続され、
そのイグナイタ１０１の別の電極は、接地される。
【００７１】
　ダイオードのストリング１０６（ダイオードのそれぞれは高抵抗が並列接続されている
。）は、点火コイル１００の出力電圧を単一の極性に制限し、リンギングを防止する。
　ブレークダウン・パルス後に、トリガ信号が、１０５に印加されて、フォローオン・パ
ルスを発生させる。ブースト・トランスフォーマ１０２は、キャパシタ１０３を放電する
ことにより誘発される電流のパルスをイグナイタ１０１への高電圧ライン（ＨＶＬ）に供
給する。キャパシタ１０３は、例えば、約５００Ｖのような比較的低い電圧に充電され、
次いでブースト・トランスフォーマ１０２の１次コイル１０２Ａを介し更にＳＣＲ１０５
Ａを介して接地へ放電される。
【００７２】
　トリガ信号は、固定の又はプログラマブルなパラメータを備えるいずれの適切な回路に
より発生されることができる。
　高電圧ラインに接続されたイグナイタ電極はまた、ダイオードのストリング１０７、及
びＲＣ回路網１１１を介して、示された５００Ｖ電源のような低電圧電源に接続される。
ＲＣ回路網１１１の抵抗値は、シマー電流ｉｓを供給するよう設定される。
【００７３】
　図８の点火回路は、ブレークダウン電圧を発生し、初期電流、及び希望される電流のフ
ォローオン・パルスを供給する単なる１つの方法を表すことが認められるであろう。匹敵
するパルス化を生じるいずれの他の適切なメカニズムを採用し得る。例えば、正弦波電流
パルスのような発振電流パルスを与えることができるであろう共振電流回路を、サブ回路
のそれぞれが単一のパルスを発生する示された複数のサブ回路の代わりに、用いることが
できるであろう。更に、電圧及びダイオードの極性の適切な反転により、図８の回路は、
正のパルスの代わりに負のパルスを発生するため用いることができるであろう。
【００７４】
　点火回路アーキテクチャの別の例（単純化した形式で）が、図９に参照番号１３０で示
されている。基本的な回路構成要素のみが示されており、実際の実現は、他の従来通りの
構成要素を必要とすることが理解されるであろう。電源１３２は、電圧（単に、それを区
別する目的のため「高」電圧と名付ける。）を供給する。当該電圧は、それがトランスフ
ォーマ１３４により昇圧されたとき、プラズマをイグナイタ（図示せず）で生成するのに
十分なブレークダウン電圧を発生することができる程十分に高い。電源１３２は、ダイオ
ード１３６を介して１次巻線１３４Ａの第１の端部に接続されて、１次巻線１３４Ａの他
方の端部と接地との間に接続されたキャパシタ１３８を充電する。パルス発生器１４２は
、パルスのトレイン又はシーケンスを供給する。第１のパルス上で、パルス発生器１４２
からの出力信号は、電子的に制御されるスイッチ１４４を閉成する。この動作は、ダイオ
ード１３６のアノードを接地し、電源１３２との接続を実効的に切り、それによりそれが
短絡されないで、そしてキャパシタ１３８が１次巻線１３４Ａを介して放電される。トラ
ンスフォーマ１３４は、可飽和コアの昇圧トランスフォーマである。ＨＶ電源１３２は、
典型的には、数百ボルトの出力電圧を有する。スイッチ１４４の閉成は、大きい電圧スイ
ングをトランスフォーマ１３４の１次巻線１３４Ａの両端に発生する。典型的には、約１
：３５－１：４０の巻線比が、トランスフォーマ１３４に用いられ、そしてこれは、１次
巻線１３４Ａ上の５～６百ボルトを２次巻線１３４Ｂの両端の数万ボルトの範囲まで昇圧
するであろう。この後者の電圧は、（２次巻線１３４Ｂの一方の端部に接続された（図示
せず））イグナイタに印加されたときブレークダウンを起こすのに十分である。
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【００７５】
　前述のパルスはまた、トランスフォーマ１３４のコアを飽和させることが好ましい。
　コアの飽和に起因して、その飽和が全く衰退する前に、次のパルスがパルス発生器１４
２により供給される場合、そのようなパルスは、ブレークダウン・レベル出力電圧を出力
ライン１５２上に発生しないであろう。
【００７６】
　２次巻線１３４Ｂの他方の端（１５４で示す。）、及びキャパシタ１５６の一端は、ダ
イオード１５８を介して接地される。キャパシタ１５６は、「低電圧」（ＬＶ）電源１６
２により保護ダイオード１６４を介して充電される。パルス発生器１４２からのパルスが
電子スイッチ１６６により受け取られたとき、ノード１６８は、接地され、そしてキャパ
シタ１５６は、直列接続されたダイオード１７２、抵抗１７４及びスイッチ１６８を介し
て接地される。
【００７７】
　「低電圧」（ＬＶ）電源１６２は、典型的には、０－１０００ボルトの範囲の電圧を供
給する。キャパシタ１５６は、典型的な点火システムでは大きいキャパシタンスであり、
そして抵抗１７４は、放電電流（これはトランスフォーマ１３４の２次巻線１３４Ｂを介
して引かれる。）を約５０アンペア（より低い電流がフォローオン・パルスに十分である
場合にはそれより小さく）までに制限する大きさにされ得る。
【００７８】
　ダイオード１８２及び１８４は、単に、それらのそれぞれのスイッチを、それらを破壊
することができるであろう逆極性スパイクから保護する。
　電源１３２及び１６２は、別々に示されているが、単一の電源を一部の応用では用いて
もよい。また、用語「低電圧」及び「高電圧」は、電源１３２の出力が電源１６２の出力
より高い電圧であることが最も典型的であるにも拘わらず、そうであることを要求するこ
とを意図しているものではない。
【００７９】
　ダイオード１６４が、その関連の電源が関連のスイッチが閉成されるとき短絡された出
力を有することから保護するというダイオード１３６と同じ理由のため含められている。
　また、電源１３２、１６２の正確な構成に応じて、適用可能な場合、これらの電源の一
方又は両方と対応するスイッチ１４４又は１６６との間に直列接続状態で抵抗を配置して
、電源の出力電流及び対応のキャパシタの充電時間を制限することが望ましい。
【００８０】
　スイッチ１４４、１４６は、ＳＣＲ、ＩＧＢＴ（特にスイッチ１４４にとって）、ＭＣ
Ｔ、及び今又は将来存在し得る他の高電圧スイッチング素子のような様々な半導体を用い
て実現され得る。
【００８１】
　小さいキャパシタ１５９は、ダイオード１５８をバイパスし、迅速な電圧変化のため接
地への低インピーダンス経路を与えて、ダイオード１５８を大きい逆スパイクに対して保
護する。
【００８２】
　他の変形が可能である。例えば、スイッチ１４４及び１４６を作動させる単一のパルス
発生器の代わりに、各スイッチが異なるパルス発生器により作動されてもよく、又はスイ
ッチを駆動する異なる出力又は異なった状態の出力信号（これは多分コモン信号から導出
される。）を有する１つのパルス発生器を用いてもよい。又は、図１０においてスイッチ
ング素子（例えば、ＭＣＴ）１８６で示されるように１つのスイッチを２つのスイッチの
代わりに用いてもよい。（図１０において、抵抗Ｒは、必要でないかも知れないが、電源
の詳細に応じて特に示されている。）異なるパルス発生器がそれぞれのスイッチを駆動す
る場合、それらは、独立に制御されることができ、そしてこれは、様々な動作モードに適
応することを可能にするであろう。
【００８３】
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　図９において、抵抗１７４は、それがオプションであることを示すため破線のボックス
の中に示されている。電源１６２がフォローオン電流パルスの所望の振幅を制御するため
キャパシタ１５６と関係して設定されることに拘わらず、キャパシタ１５６に蓄積された
エネルギの全てがアークへ移行されることができるわけではない。フォローオン・パルス
の中の電流を各パルスの間隔にわたり維持するため、キャパシタ１５６は、制御されたレ
ート（割合）で放電されねばならない。これを行う１つの方法は、抵抗１７４のような抵
抗を介してキャパシタ１５６を放電する方法である。不都合にも、抵抗１７４の使用は、
大量の蓄積されたエネルギを熱として放散することをもたらす。実際、より多くのエネル
ギは、プラズマの移動で費やされるより抵抗１７４で熱として失われる。従って、この回
路は、エネルギの不効率な使用を来している。
【００８４】
　スイッチ素子１６６を制御された電流排出経路にすることにより回路の効率を改善し且
つ熱放散を低減することが可能である。従って、キャパシタ１５６の電流排出を制限する
ため抵抗１７４を用いる代わりに、スイッチ・トランジスタ（又は類似の構成要素）がそ
の要求を引き受け、制御された放電を与える。より詳細には、図１１に示されるように、
能動型スイッチング素子（その図では、ＭＯＳＦＥＴ１６６′として示される。）が、ノ
ード１６８から抵抗１９２を介して接地に接続される。その抵抗１９２にかかる電圧は、
トランジスタ１６６′を通る実際の電流を測定するための代理として感知される。パルス
発生器１４２とトランジスタ１６６′のゲートとの間に介挿されたゲート駆動ロジック１
９４は、抵抗１９２の電圧に応答して、トランジスタ１６６′を、可変のデューティ・サ
イクルと、抵抗１７４の使用から生じる電力放散の低減とを有するスイッチング・レギュ
レータとして動作させる。ゲート駆動ロジック１９４は、様々な方法で実現され、固定の
ロジックを含んでもよく、又はそれは、おそらく当該ロジックを動作させるためのマイク
ロコントローラを含むプログラマブル・ロジックを含んでもよい。マイクロコントローラ
を用いる利点は、上記ロジックが本明細書で説明した様々なモード、例えば、シマー電流
の有り又は無しで実行するために回路を動作させるよう構成されることができる点にある
。
【００８５】
　正極性のパルスの発生が点火回路の説明された例から結果として生じるにも拘わらず、
エレクトロニクスの当業者は、同じことを有することが希望されるならば、それらから、
負極性のパルス、又は極性が変わるパルスすらを生成するであろう点火回路を容易に導出
することができるであろう。また、一部又は全てのトリガ・パルスが出力パルスと異なる
極性であることが望ましい場合がある。
【００８６】
　ゲート駆動ロジックの詳細な設計及びブレークダウン電圧、フォローオン・パルス、イ
グナイタ等に関するパラメータは、点火システムが適合することを要求される特定のエン
ジン仕様に依存するだろう。それらの要件、及びコスト、部品の可用性等々のような考慮
は、同様に構成要素の選択に影響を及ぼすであろう。これらのパラメータの一部の決定は
、そのために点火システム又は回路が意図されるエンジンのモデルについての或る程度の
実験法を要求し得る。
【００８７】
　問題及びそれらの解法が、唯１つの形式のＴＳＩを用いて説明されたが、これら問題及
びそれらの解法の両方が、並列及び同軸の両方の電極を用いて、他のＴＳＩ設計に等しく
適用される。
【００８８】
　或る一定の方法及び装置が高い圧力及び非常に高い圧力で動作する内燃機関との使用に
関して説明されたが、この技術はまた、より低い従来の圧力で、又は従来のスパイク・プ
ラグと共にすら動作する内燃機関の走行スパーク・イグナイタと使用することができるこ
とが理解されるであろう。しかしながら、利点は、多分走行スパーク・イグナイタの場合
最大であろう。
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　また、動作理論が提示されたが、この理論を非常に多く制限するかも知れない多数の単
純化した仮定が存在する。それにもかかわらず、特許請求の範囲に記載された発明は、シ
ミュレートされた高圧エンジン環境で実用に役立つ点火システムをもたらし、そして解析
におけるいずれの単純化及びエラーが、本発明の価値を減じないことが理解されるであろ
う。
【００９０】
　この発明の少なくとも１つの実施形態の幾つかの局面が説明されたが、様々な代替、変
更及び改善が、当業者により容易に行われることが認められるべきである。そのような代
替、変更及び改善は、この開示の一部であることを意図しており、そして本発明の趣旨及
び範囲内にあることを意図するものである。従って、前述の説明及び図面は、単なる例示
である。
【図面の簡単な説明】
【００９１】
【図１】図１は、走行スパーク・イグナイタの原理を示す従来の走行スパーク・イグナイ
タの断面の概略図である。
【図２】図２は、図１のＴＳＩ用の典型的な従来の点火回路の一部概略的で一部ブロック
形式の図である。
【図３】図３は、図２に示されるタイプの点火回路を用いた、図１に示されるイグナイタ
の電極間の電圧を一般化して表した図である。
【図４】図４は、ＴＳＩが高圧環境で動作している状態におけるＴＳＩの中での電流パル
スによるプラズマ雲の生成、及びプラズマの続いての崩壊を示す図である。
【図５】図５は、本発明の教示に従ってＴＳＩに印加される駆動電流の一例の波形である
。
【図６】図６は、図５の波形で例示された原理に従って動作されるＴＳＩの中の図４のプ
ラズマ雲の動きを示す図である。
【図７】図７は、図５の波形で例示された原理に従って動作されるＴＳＩの中の図４のプ
ラズマ雲の動きを示す図である。
【図８】図８は、例えば、図５の波形又は駆動信号を含む、本明細書で教示されるＴＳＩ
用電流駆動波形を発生するために使用可能な点火駆動回路の一例の単純化した概略回路図
である。
【図９】図９は、本明細書で教示されるＴＳＩへの点火駆動を発生するための点火回路の
別の実施形態の単純化した一部ブロック形式、一部概略回路形式の図である。
【図１０】図１０は、本明細書で教示されＴＳＩへの点火駆動を発生するための点火回路
の更に別の実施形態の単純化した一部ブロック形式一部概略回路形式の図である。
【図１１】図１１は、本明細書で教示されるＴＳＩへの点火駆動を発生するための点火回
路のまた別の実施形態の単純化した一部ブロック形式一部概略回路形式の図である。
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